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はじめに：統合報告書の前にするべきこと 

IIRC（国際統合報告評議会）1が 2013年 12月に公表した「国際統合報告フレームワーク」

に基づき、財務と非財務の情報を統合した報告書を発行する企業が世界的に増えている。日

本でも 2010 年頃から増え始め、ESG コミュニケーション・フォーラムの調査によれば、今年

10月末時点で 2014年版の“統合型”報告書2を発行した日本企業は約 130社となった。 

しかし、今、本当に統合報告書の発行は必要であろうか？ 世界的な新しい潮流に抗うよ

うな問いかけではあるが、このことを企業に自問自答していただくことを提案したい。なぜ

ならば、IIRCの求める財務と非財務の「情報の結合性」の観点からみると、2014年版の日本

企業の“統合型”報告書の多くは、結合性が低いと言わざるを得ないからである。 

また、財務情報と統合すべき非財務情報は、端的にいえば CSR 情報（ESG 情報）である。

しかし、多くの日本企業は法令順守・社会貢献中心の「日本型 CSR」を非財務情報と捉えて

おり、ISO26000が定義する「本来の CSR」を認識する企業は決して多くはない。 

そこで、本稿における論点（問題意識）は、以下の 2点である。 

 財務・非財務の情報を単に合体した“合冊”報告書なら、投資家に対して発行する

意味がないのではないか？ 

 財務情報と統合すべき非財務情報が、「日本型 CSR」のままならば、本来の統合報

告にはならないのではないか？ 

言うまでもなく、企業と投資家（IIRC の言う「財務資本の提供者」）にとって、本質的に

統合報告書は必要である。しかし、「バスに乗り遅れるな!」と慌てる必要はないのではない

か。IIRC関係者から“Long Journey”という言葉を聞いた。それでは、今、何をすべきか。 

「統合思考」を報告するのが「統合報告書」である。それゆえ、IIRC が明示するように、

まずは「統合思考」の取組と展開が必要である。具体的には、「長期経営ビジョン」と関連づ

けた「CSR長期ビジョン」とともに、その実行計画たる「CSR中期計画」の策定である。 

                                                   
1 International Integrated Reporting Council の略。証券や会計の規制当局、投資家、企業、会計専門家及び NGOから

構成される国際的な連合組織で、英国に拠点を置く民間非営利法人。 
2 「“統合型”報告書」は筆者の造語であり、ESG コミュニケーション・フォーラムは「自己表明型統合レポート」と称する。 
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1――今、本当に統合報告書は必要か？（問題提起） 

1｜日本における“統合型”報告書の発行状況 

2011年 9月に IIRCは統合報告書の必要性を提起すべく「ディスカッション・ペーパー」

を世界に公表した。続いて、2013年 4月には統合報告フレームワークの最終化に向けて「コ

ンサルテーション・ドラフト」を提案し、意見募集を経て、2013年 12月に「国際統合報告

フレームワーク」（以下、統合報告 FW）を正式に公表した。 

この動きのなかで、世界的に“統合型”報告書を発行する企業が増え3、日本においてもこ

の数年で増加し、今年 10月末現在で 2014年版の“統合型”報告書を発行した企業は約 130

社となった4（図表 1）。ごく一部を除いて、そのほとんどが上場企業である。これまで CSR報

告書を発行した日本企業は千数百社であることから、その約 1割を占めたことになる。 

IIRCは統合報告の形態を問うていないため、現在のところ、日本企業で報告書名称に「統

合報告書」と冠するのは 10％と少なく、多くは社名レポート（35％）やアニュアルレポート

（29％）、コーポレートレポート（13％）である。ただし、編集方針などで IIRCへ言及する

企業が 30％、名称を含めて「統合報告（書）」と明示する企業は 34％と、意外に少ない。特

に、両者いずれもない企業が 50％と半数を占めていることが特徴的である。 

 “統合型”報告書で IIRC に言及している 3 割の企業（40 社）では、その多くが統合報告

FWを「参照」や「参考」として（『準拠』は 1社）、企業価値創造に向けた長期戦略の策定や

財務・非財務情報の統合に努力している様子がうかがえる。しかし、半数（67社）を占める、

IIRCへの言及と統合報告（書）の明示について「両者いずれもなし」の企業では、その大半

が“合冊”報告書（Combined Report：財務・非財務情報の形式的合体）に留まっている。 

図表 1：日本企業の“統合型”報告書の発行状況 

“統合型”報告書の発行企業数の推移 2014年版“統合型”報告書の名称 

社名レポート 47 社 （35％） 

アニュアルレポート 39 社 （29％） 

コーポレートレポート 17 社 （13％） 

統合レポート 13 社 （10％） 

CSR レポート  5 社 （ 4％） 

その他 13 社 （10％） 

2014年版“統合型”報告書の根拠 

IIRCへの言及 40 社 （30％） 

統合報告（書）の明示 46 社 （34％） 

両者いずれもあり 19 社 （14％） 

両者いずれかあり 67 社 （50％） 

両者いずれもなし 67 社 （50％） 
 

総 数 134 社 （100％） 
 

（注）2014 年度は 10 月末現在の発行社数を示す。 

（資料）ESG コミュニケーション・フォーラムの資料を基に筆者作成 

                                                   
3 2013 年は世界で約 350 社との報告があり、今年は 500 社を超すとも言われている。 
4 本年 12 月中旬では約 150 社となった。なお、“統合型”報告書とは別に CSR報告書を発行する企業もある。 
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2｜今、急いで統合報告書を発行すべきか？：自問自答の提案 

原則主義の統合報告 FW が提示されて日が浅く、実務的な試行錯誤の段階にあって、“統合

型”報告書の構成や内容について批判めいたことを述べるのは時期尚早かもしれない。しか

し、統合報告書の枠組みは理解しても、肝腎の“中身”が曖昧では統合報告書にはならない。 

そこで、「今、急いで統合報告書を発行すべきか？」と、多くの日本企業に自問自答するこ

とを提案したい。具体的な論点は、次のとおりである。 

 統合報告書で「本当に伝えたいこと」が明確になっているか？ 

 統合すべき非財務要素（CSRないし ESG要素）は確かなものか？ 

 財務要素と非財務要素を統合した価値創造の長期戦略はあるか？ 

もちろん、“合冊”報告書（One Report とも呼ばれる）そのものを否定するものではない。

IIRC の FW に『準拠』する本来の統合報告書への第一ステップと過渡的に位置付けて、社内

の組織再編（例えば、IR部と CSR部の融合）や実質的な統合報告書の検討が開始されるので

あれば、それも一つのアプローチであろう。形から入ることは、決して間違ってはいない。

ただし、読者から誤解されぬように、その旨を公表すべきである。 

3｜統合報告書の前に不可欠な「統合思考」 

IIRCは単に統合報告書だけを求めているのではなく、「統合報告」と「統合報告書」、そのた

めの「統合思考」に分けて考えている。つまり、統合報告書の前に、その基盤となる統合思考

を求めているのである。統合思考には、以下の説明からわかるように、長期的な視点から企

業価値の創造に向けた経営戦略レベルでの発想の転換が不可欠である。統合報告書の作成・

発行に当たっては、このことを忘れてはならない。 

 統合報告（Integrated Reporting） 

・ 企業による長期的な価値創造に関するコミュニケーションのプロセス 

・ 定期的な統合報告書という形で最も明示的に表される 

 統合報告書（An Integrated Report） 

・ 統合報告の成果物であり、統合報告フレームワークに準拠すべきもの 

・ 外部環境の変化の中で企業の戦略・統治・実績・展望が、どのように企業価値の創造に

つながるかについての“簡潔な”コミュニケーション・ツール 

 統合思考（Integrated Thinking） 

・ 長期的な企業価値の創造において、重要な財務・非財務の要素間の結合性と相互依存関

係を考慮に入れること 

・ 財務要素と非財務要素が分離した、縦割り型の「サイロ思考」とは対極にあるもの 

統合報告書の鍵を握るのは「統合思考」である。つまり、企業価値の創造に向けて、社会の

持続可能性と企業の持続可能性の関係、そして企業経営における財務要素と非財務要素の関係に

ついて統合的・整合的に考えることである。自社の事業特性を踏まえた統合思考に基づき、バリ

ューチェーンを視野に入れた企業価値の創造を実践し、それを開示するものが統合報告書に他な

らない。形を真似することはできても、「仏造って魂入れず」では効果が薄い。それゆえ、統合思

考は経営戦略の判断基準やビジネスモデルを根底から変えるパラダイムシフトとなろう。 
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2――ＩＩＲＣが求める統合報告書とは何か？ 

1｜IIRCの統合報告の基本的な考え方 

ここで改めて、IRRC の統合報告書の考え方を簡単にまとめておきたい。図表 2に示すよう

に、統合報告書の提案に至る背景、その開示原則、統合報告書で経営者が投資家に答えるべ

き「8つの問」に整理することができる。 

要するに、経営戦略として長期的な企業価値創造をどのように行うのか、財務要素と非財

務要素を統合して、分かりやすくストーリー性をもって説明すべき、と言っているのである。 

図表 2：IIRCによる「統合報告」の基本的な考え方 

統合報告書が必要となった背景（IIRCの問題意識） 

① 経営環境の変化(グローバル化、金融危機、経営透明性、人口問題、資源・環境問題など)に対応でき

る、中長期視点の企業報告が必要 

② 投資家の短期主義が、企業にも短期志向をもたらしている 

③ 企業価値の源泉が、有形から無形へと変化している 

④ 企業の報告負担が増大する中、情報利用者に経営の全体像を提供できていない  

⇒財務、企業統治、内部統制、知的資産、ＣＳＲなど企業報告の重複・不整合 

 

統合報告書における開示の指導原則 

・戦略的焦点と将来志向 長期的な価値創造に向けた経営戦略の明確化 

・情報の結合性 財務情報と非財務情報の関連付け 

・ステークホルダー対応性 ステークホルダーの意見の取り入れ 

・重要性と簡潔性 重点を絞った簡潔な情報の提供 

・信頼性と完全性 信頼できるプラス・マイナスすべての重要な情報の提供 

・一貫性と比較可能性 一貫した報告方針、他社との比較可能な情報の提供 

                        ＋ ６種の資本※の価値創造プロセス 

統合報告書で経営者が答えるべき「８つの問」（内容要素） 

① 企業概要と外部環境 将来、どのような事業を、どのような事業環境において営むのか？ 

② ガバナンス 企業統治の構造は、どのように短・中・長の価値創造の能力を担保するのか？ 

③ チャンスとリスク 企業価値の創造能力に影響を及ぼすチャンスとリスク、それに対する取組は何か？ 

④ 経営戦略と資源配分 どこへ向かおうとするのか（戦略目標）、そこにどのようにして辿り着くのか？ 

⑤ ビジネスモデル ビジネスモデルはどのようなものか、それはどの程度の“復元力”を有するのか？ 

⑥ パフォーマンス 戦略目標をどの程度達成したか、資本への影響（アウトカム）はどのようなものか？ 

⑦ 将来展望 経営戦略遂行での課題や不確実性は何か、将来の実績への潜在的影響は何か？ 

⑧ 作成と開示の基礎 
企業は統合報告書の記載事項をどのように決定し、どのように評価するのか？   

⇒ ガバナンス責任者の表明 

（※）稿末にて説明 

（資料）IIRC「国際統合報告フレームワーク」（コンサルテーション・ドラフトを含む）を基に筆者作成 
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2｜IIRCの統合報告フレームワークを特徴づけるもの 

それでは、IIRCの提唱する統合報告書は、これまでの財務（過去）情報中心のアニュアル・

レポートや非財務（ESG：環境・社会・統治）情報中心の CSR報告書と何が違うのか。ここで

再度確認してみたい。もはや世界のデファクト・スタンダードとなった IIRCの統合報告書と

GRI・G45の CSR 報告書における開示原則を比較する6と、それぞれの本質的な特徴と両者の違

いが、以下のように明らかになってくる（図表 3）。 

 IIRC の「戦略的焦点と将来志向」と GRI・G4 の「持続可能性の文脈」は、それぞれの基

本思想を表す重要な論点であるが、戦略性や長期性という意味では同じである。 

 ステークホルダー・エンゲージメント、マテリアリティ、信頼性、比較可能性などは、

開示原則として基本的に共通であり、統合報告書の特徴とはならない。 

 したがって、統合報告書を特徴づけるものは、「情報の結合性」と「簡潔性」である。 

逆に言えば、「情報の結合性」と「簡潔性」がなければ、本来の統合報告書ではない。特に、

財務と非財務の情報の結合性（関連付け）とは、企業価値の創造プロセスの根幹をなす「統

合思考」に他ならない。すなわち、統合思考がなければ、前図表 2 で示した「8 つの問」に

対して、経営者が経営戦略として明確に答えることはできないのである。 

図表 3：IIRC と GRIの開示原則の比較 （相違点と共通点） 

ＩＩＲＣ

統合報告書の開示原則

戦略的焦点と将来志向 ステークホルダーの包摂

情報の結合性 持続可能性の文脈

ステークホルダー対応性 マテリアリティ

重要性 網羅性

簡潔性 バランス

信頼性と完全性 比較可能性

一貫性と比較可能性 正確性

適時性

（注）矢印は共通点を示す。 明瞭性

信頼性

CSR報告書の開示原則

ＧＲＩ・Ｇ４

報
告
内
容

報
告
品
質

 
（資料）IIRC「国際統合報告フレームワーク」と GRI「G4 ガイドライン」を基に筆者作成 

 

 なお、統合報告における情報の結合性について、GRI・G4 は「統合報告とサステナビリテ

ィ報告の関連性」において、要約すれば、次のように明快に述べている（コラム参照）。 

 統合報告書は、現在および未来の企業価値創造にとってマテリアル（重要）な諸要素を

統合的に表現するもので、CSR報告書の開示項目は不可欠な要素である。 

 CSR報告書は、長期的な価値創造の能力の評価に向けた情報を提供することにより、企業

の統合思考や報告プロセスの基盤を形づくる役割を果たす。 

 上記のことから、CSR 報告書に掲載する CSR（ESG）情報がポイントとなることは明らかで

ある。そこで、次に統合思考の基盤となる CSR要素について考えてみよう。 

                                                   
5 国際 NPOの Global Reporting Initiativeが 2013 年に発行した「サステナビリティ·レポーティング·ガイドライン第 4 版」 
6 IIRCはフレームワークによる「原則主義」であり、GRIはガイドラインによる「細目主義」である。 
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【コラム】 統合報告とサステナビリティ報告の関連性 （GRI・G4、第一部、6.1 より抜粋） 

サステナビリティ報告とは、長期的な収益性と社会的責任や環境配慮を結びつけるプロセスの一つであ

る。経済、環境、社会およびガバナンス面におけるパフォーマンスと、それによるプラス・マイナスの影響を伝

える基盤となるものであり、・・・・・。その作成にあたって最も大きな原動力となるのは、ステークホルダーの期

待や関心を反映し、企業がマテリアル（重要）と考える側面である。 

統合報告は、現在および未来の価値創造にとってマテリアルな要素を統合表現して、企業の財務資本の

提供者に提示するものである。・・・・・サステナビリティ報告の開示項目を基に作成され、企業の戦略、ガバ

ナンス、パフォーマンスや見通しが長期的な価値創造とどう結びつくのかを簡潔に伝えるものである。 

そのため、統合報告書はアニュアルレポートの抜粋、あるいは財務報告書とサステナビリティ報告書の合

本を目指すものではない。・・・統合報告にとってサステナビリティ報告は不可欠な要素である。サステナビリ

ティ報告は、重要課題や戦略目標を特定するだけでなく、目標達成や長期的な価値創造の能力の評価に

向けた情報を提供することにより、企業の統合思考や報告プロセスの基盤を形づくる役割を果たす。  

（注）「サステナビリティ報告書」は、実質的に「CSR報告書」と理解してよい。下線と網掛けは筆者による。 

 

3――「統合思考」につながる「本来の CSR」 

1｜「本来の CSR」とは何か？ 

①「日本型 CSR」からの脱却を 

日本型 CSRの“DNA”とも言うべきものがある。それは、日本企業の思考回路の中に無意識

のうちに刷り込まれている CSRの考え方であり、法令順守＋社会貢献＋環境対応と言われる。

この“DNA”は、1960年代から 1990年代にかけて日本国内で独自に形成されたものである7。 

その根底には不正行為や利益至上主義への批判に対する自己規律があり、企業不祥事を起

こさぬよう法令順守を徹底し、できる限り社会貢献を行い、環境保全に努める。つまり、CSR

で解決すべき社会的課題は自社事業に対する“客体”として位置づけられる。これを、企業

の存続可能性から社会を見る『企業基点の CSR』と呼ぶことにする。 

2000 年代に入ると、日本企業の CSR の新たな模索が始まった。様々な要因があるなかで、

2010年に ISO26000（CSR の国際規格）が発行されると、日本企業がそれまで CSRとは考えて

いなかった人権・労働や消費者課題、企業統治などが世界標準であることがわかってきた8。 

つまり、その新しい CSR 概念に基づき、持続可能な社会の実現に向けて、本業（プロセス

とプロダクト）において社会的課題を解決することが企業に強く求められているのである。

これが社会の持続可能性から企業を見る『社会基点の CSR』である。しかし、多くの日本企

業にとって、なお実感しにくい発想である。 

②「企業基点の CSR」の限界と「社会基点の CSR」の展開 

CSR の文脈において社会的課題と自社事業の関連性を考える時、自社事業ありきで社会的

課題を“外部の問題”と位置付けるのが「企業基点の CSR」（これまでの日本型 CSR）である。

これに対し、社会的課題を自社事業に“内在する問題”として見直すのが「社会基点の CSR」

（これからの本来の CSR）である。「企業基点の CSR」から「社会基点の CSR」への転換は、

企業と社会の関係に関するパラダイムシフトに他ならない（図表 4）。 

                                                   
7 拙稿「日本の『企業の社会的責任』の系譜 (その２)」基礎研 REPORT（冊子版）、2005 年 5 月 
8 同様の観点から、2013 年には世界的な CSR報告ガイドラインである GRIが第四版（G4）に改訂された。 

http://www.nli-research.co.jp/report/report/2005/05/li0505b.html
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「企業基点の CSR」では、自社の事業活動と社会的課題の関連付けが曖昧である。つまり、

自社事業が社会や環境に様々な影響を及ぼし、社会的課題の原因（ないし助長要因）となっ

ているかも知れないという意識が希薄である。そのため、CSR の対象となる社会的課題の特

定基準が曖昧なまま、何に取り組めばよいのか判断に悩む。また、グローバル時代になって

も、海外の現地法人やサプライチェーンまでなかなか視野が広がらない。 

他方、「社会基点の CSR」は「本来の CSR」を経営に落とし込む方法論そのものである、そ

こでは、まず国内外の社会的課題の全体像を理解する。そのうえで、グローバルなサプライ

チェーンを含め社会的課題と自社事業との関連付けを行い、その中から社会の持続可能性も

考慮して自社の実践すべきマテリアル（重要）な CSR を特定し、さらに CSR 経営における優

先順位を戦略的に判断することになる。これが、「本来の CSR」の姿である。 

図表 4：企業基点から社会基点への CSRパラダイムシフト 

転
換

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
↑ ↑

（これまでの日本型CSR） （これからの本来のCSR）
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（資料）筆者作成 

③ISO26000の CSR定義を再発見
、、、

する 

上記のことから、統合思考において財務要素と統合すべき非財務要素（CSR要素ないし ESG

要素）が、法令順守＋社会貢献＋環境対応と言われる「日本型 CSR」のままならば、統合報

告書には対応できない（不適格）であろう。したがって、そこからは統合思考における企業

価値創造の長期戦略も生まれないことは明らかであろう。 

そこで、「本来の CSR」である ISO26000 の CSR の定義を再発見する必要がある。具体的に

は、次の 3点に集約できる。 

 人権尊重を根底におき、本業を通じて持続可能な社会の実現に貢献する 

 企業の意思決定と事業活動が環境や社会に及ぼす影響（インパクト）に対する責任 

 プラスの影響を最大化し、マイナスの影響を最小化する 

2｜統合思考の源泉は Sustainability Context（持続可能性の文脈） 

①経営戦略とＣＳＲ戦略を関連づける 

「本来の CSR」の考え方や自社のマテリアルな CSR課題が定まれば、CSRの企業経営への落

とし込みの準備は整ったことになる。それらを経営戦略に組み込むためには、今後の経営環

境にかかわる国内外の「長期トレンド」を見据えて、“企業経営のめざす姿”を示す「長期経

営ビジョン」と、それに関連づけた“CSR経営のめざす姿”を示す「CSR長期ビジョン」を策

定する必要がある。 
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例えば、2015年度を起点に 10年後の“CSR経営のめざす姿”を考え、「2025年 CSR長期ビ

ジョン」を策定する。ただし、CSR が単独で存在することはないため、予測される世界と日

本の社会経済構造や社会的課題である「2025 年の事業環境」を踏まえ、“企業経営のめざす

姿”である「2025年長期経営ビジョン」と関連づけたものでなければならない（図表 5）。 

なぜならば、時代の大きな構造的変化の中で、企業が経営戦略として経済・環境・社会の

将来動向にどう対応しようとしているのかが問われているからである。これは、今後予想さ

れる地球・地域レベルでの人口増減や諸資源の需要増あるいは制約の中で、地域・地球社会

の持続可能性というコンセプトと関連付けて自社の包括的な経営戦略を考えることである。 

なお、「2025 年長期経営ビジョン」を実現するための実行計画が、3～5 年の中期的な視点

に立った「中期経営計画」（略称：n 期中計）である。同様に、「2025 年 CSR 長期ビジョン」

を実現するための実行計画が、「CSR中期計画」（略称：n 期 CSR中計）である。 

図表 5：2025年を目標年とした経営戦略と CSR戦略の関連づけ 

年　度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

事業環境

経営戦略

Sustainability
Context

ＣＳＲ戦略

                経営戦略と    　  ＣＳＲ戦略の　　　関連づけ

世界と日本の社会構造や社会的課題の変化（長期トレンドの予測）

2025年長期経営ビジョン

(ｎ+1)期中計 (ｎ+2)期中計ｎ期中計

(ｎ+1)期ＣＳＲ中計 (ｎ+2)期ＣＳＲ中計ｎ期ＣＳＲ中計

2025年ＣＳＲ長期ビジョン

企
業
経
営
の

め
ざ
す
姿

Ｃ
Ｓ
Ｒ
経
営
の

め
ざ
す
姿

 
（資料）筆者作成 

②鍵を握る Sustainability Context 原則 

実は、「事業環境の長期トレンド」および企業の「経営戦略」と「CSR戦略」の三位一体は、

GRI・G4による開示原則の一つである「Sustainability Context（持続可能性の文脈）原則」

に他ならない。この原則は「サステナビリティという広い文脈の中で、組織のパフォーマン

スを提示すべきである」というもので、その根底には、企業がローカル・グローバルのレベ

ルで、経済・環境・社会の改善や悪化の動向にどう関与しているのか、あるいは将来どのよ

うに寄与しようとしているのか、という問いかけがある。 

この原則は、環境分野で世界的な気候変動や資源利用の限界・制約と環境汚染について語

られることが多いが、世界と各国の持続可能な社会経済の発展にも適用される。それゆえ、

事業環境の長期トレンドを背景にした企業の経営戦略と CSR 戦略、そして二つの戦略の関連

性を明確にすべきである。これらの三位一体を踏まえて、それぞれの実行計画である「中期

経営計画」と「CSR 中期計画」も相互に関連づけられたものになる（図表 5）。そこで、次に

「事業環境」の長期トレンドについて、先進事例を基に考えてみよう。 
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③事業環境の長期トレンドを予測する 

現状では経営戦略として 10年を超える「長期経営ビジョン」を策定・公表する企業は決し

て多くない。しかし、事業環境が不透明で変化の激しい時代だからこそ、企業が自らの存在

意義を問い直し、めざすべき将来像を描いて、そこに到達するためのバックキャスティング9

による長期経営ビジョンをステークホルダーに示すことが重要である。そのためには、事業

環境の「長期トレンド」として世界的な社会構造変化や社会的課題の予測が不可欠となる。 

ここで、自社の業種特性を踏まえた事業環境の長期トレンドについて、2事例を紹介する。 

東芝 

CSR を含む期待される経営課題と解決策を特定するに当たり、自社の事業特性を踏まえて、世界

レベルの重要課題を 6領域に分類する。 

資源エネルギー問題 
 新興国での需要急増 

 貧困地域の生命維持に必要な資源の確保と供給 

地球環境への配慮 
 地球温暖化防止 

 持続可能な資源有効活用 

自然災害 
 大規模災害に対応した事業継続 

 原子力発電所の安定化維持 

人口増加と高齢化 
 新興国の人口増加、先進国の少子高齢化 

 医療・教育の充実、社会福祉制度の充実 

人権への配慮 
 サプライチェーンにおける人権・労働環境の改善 

 紛争地域における人権尊重の促進 

情報化社会 
 大容量データへの対応、情報セキュリティの確保 

 デジタルデバイドの防止 

（資料）東芝のホームページを基に作成 

積水化学工業 

新中期経営計画「SHINKA！-Advance 2016」の策定に当たって、10 年後の自社の事業環境の

変化を 4領域で予測する。 

資源・エネルギー 
 水・食料・原料・燃料など資源の有限性 

 エネルギーの多様化 

政治・経済 
 アジアが世界経済を牽引 

 世界の経済的結びつきの拡大 

地球環境 
 新興国における人口増加 

 気候変動、気象の激甚化、生態系の破壊 

社会生活 
 世界各国で高齢化問題 

 社会保障費拡大と財政逼迫 

 都市基盤の老朽化 

（資料）積水化学工業のホームページを基に作成 

④CSR長期ビジョンを策定する 

長期経営ビジョンを踏まえた、自社の“CSR経営のめざす姿”すなわち「CSR長期ビジョン」

の策定に際しても、長期的な視点に立った社会的課題（長期トレンド）を前提とするが、具

体的に「CSR長期ビジョン」とは、どのようなものであろうか。 

基本的には「本業を通じて地球規模で環境と社会の持続可能な発展へ貢献する」となるが、

これでは抽象的すぎる。企業の業種特性や海外戦略あるいは CSR 活動の現状によって異なる

が、自社の経営戦略「長期経営ビジョン」と関連づけて、以下のようなことが考えられる。 

                                                   
9 将来の目標とする姿を想定し、そこから振り返って現在すべきことを考える手法。対語はフォワード・キャスティング。 
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  【CSR長期ビジョンの例示】 

 重要な社会的課題の解決に本業を通じて貢献する 

 すべてのステークホルダーに高い価値を提供する 

 海外事業拡大に伴う CSRリスクを回避・低減する 

 人権を尊重し、グローバルに人材の多様性を推進する 

 海外グループ会社・現地法人に CSR経営を浸透させる 

 バリューチェーンの CSR監査と能力開発を促進する 

 グローバルな CSR経営の推進体制を構築する 

 すべての役職員にサステナビリティ・マインドを育む 

 

4――「ＣＳＲ中期計画」を作ろう ! 

1｜意外と多い「ＣＳＲ中期計画」を策定する企業 

それでは、「CSR長期ビジョン」をどのようにして実現するのか。既に述べたように、その

実行計画が「CSR中期計画」（n 期 CSR中計）である。通常、本業の中計は 3～5年の期間であ

ることから、中計と関連づけるべき CSR中計も同様の期間となる。 

CSR 報告書を発行している日本企業では、報告書で単年度ベースの CSR 目標・計画を実績

と比較し、次年度の目標を設定することが多い。それを CSR 活動の当該年度の全体総括表と

して掲載し、簡単な自己評価（○△×など）を行う企業もある。 

他方、本業の長期経営ビジョンや中期経営計画と関連づけて、「CSR中期計画」を公表する

日本企業が近年増えてきた。筆者がこれまでに探し出せた CSR 中計の一覧を図表 6 に示す。

中には、数次にわたり CSR中計を策定している企業もある。 

図表 6：「CSR中期計画」の先進事例 

企業名 計画名称 期間（年度） 

東レ 第五次ＣＳＲロードマップ 2014～2016 

NEC フィールディング・ 第三次 CSR 中期計画 2013～2017 

日立化成・ 第二期 CSR 中期計画 2011～2015 

富士フイルム HDG 中期 CSR計画 2014～2016 

コスモ石油 連結中期 CSR 計画 2007.～2012 

積水化学工業 新ＣＳＲ中期計画 2014～2016 

ブリヂストン CSR中期経営計画 --- 

川崎重工業・ 中計 2013 2013～2015 

アルフレッサ 13-15CSR 中期活動方針 2013～2015 

日本化薬 中期 CSRアクション・プラン 2013～2015 

シスメックス CSR 中期計画 2013～2015 

アシックス 中期サステナビリティ目標 2011～2015 

ライオン 2014 年 CSR 中期目標 2012～2014 

住友ゴム工業 2015 年度中長期目標 2013～2015 

伊藤忠商事・ CSR推進基本方針 2013～2014 

（資料）各社公表資料より筆者作成 
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上記の CSR中計を公表した企業の業種をみると、素材型製造業が比較的多いことに気付く。

これまで日本の環境経営や CSR 経営を牽引してきた業種とは必ずしも一致しない。また、上

記 15 社の中で“統合型”報告書を発行しているのは 4 社であるが、「統合思考」はどのよう

に反映されているのであろうか。これらの点については、次稿（その 2）で分析したい。 

2｜ＣＳＲ中期計画（中長期の CSR ロードマップ）の先進事例 

ここで、図表 6の中から、CSR中期計画として分かりやすい事例を 3件みてみよう。 

川崎重工業: 中計 2013 

事業と CSRの統合をめざす。長期の到達目標「目指すべき姿」である「Kawasaki事業ビジョン 2020」

を策定し、3年サイクルの中期経営計画と CSR活動を一元的に推進する。 

中計 2010 中計 2013 

Kawasaki 

事業ビジョン 2020 

『目指すべき姿』 

 CSRの考え方・グループミッションと

の関係性の整理 

 テーマの策定 

 取組課題（85 項目）の設定 

 取組体制の整備（単体） 

 部門ごとのアクションプランへの落

とし込みと実施（単体） 

 「ありたい姿」の再検討と取組課題

の見直し 

 事業経営と CSRの統合推進 

 グローバル・グループ（海外を含め

た当社グループ全体）への拡大 

 サプライチェーンへの拡大 

 推進体制の充実 

 ダイアログの範囲拡大 

（資料）川崎重工業のホームページを基に作成 

積水化学工業: 新 CSR 中期計画 

長期経営計画「3 つのビジネスモデル SHINKA」とそれを支える新 CSR 中期計画「CSR SHINKA」か

ら構成され、CSR中計は 3つの観点から策定する。 

グループ  グループ全体への更なるＣＳＲ経営浸透 

グローバル 
 価値観を共有しグローバルで課題を解決（国内外同一目標の設定、ロ

ーカル展開でのリスク管理） 

コミュニケ－ション  ステークホルダーとの対話拡充による企業価値の向上 

（資料）積水化学工業のホームページを基に作成 

富士フイルム: 中期 CSR計画 

本年 5 月に中期 CSR 計画「サステナブル バリュー プラン 2016」を策定し、「推進方針」に基づき達

成目標を設定し、実施する。 

推進方針 1 

（製品・サービスを通じた社会的課題の解決） 

 環境：地球温暖化、水問題、エネルギー問題 

 健康：医療サービスへのアクセス、疾病の早期発見など 

 生活：安全・安心な社会づくり、心の豊かさなど 

 働き方：情報の壁を超えるコミョニケーション、ダイバーシティ 

推進方針 2 

（生産活動などにおける環境課題への取組） 

 地球温暖化対策 

 資源循環 

 製品・化学物質の安全確保 

推進方針 3 

（CSR基盤をバリューチェーン全体に浸透） 

 コンプライアンス意識の向上とリスク・マネジメントの徹底 

 多様な人材の育成と活用 

 CSR視点でのバリューチェーン・マネジメントの強化 

（資料）富士フイルムのホームページを基に作成 
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3｜ＣＳＲ中期計画の「基本形」の提示 

これまでのことを総合的に考えると、CSR 長期ビジョンを達成するための実行計画である

CSR中期計画の「基本形」として、例示ながら図表 7のようにパターン化することができる。 

全体的には CSR 長期ビジョンと CSR 中期計画を対応させながら、まず CSR 戦略の「基本課

題」を明確にする。これは CSR 中計でめざす成果を定性的に表現したものである。そのうえ

で、CSR体系や KPIを踏まえて、ガバナンスを含む CSR経営の取組領域を設定するとともに、

それぞれの具体的な「個別課題」を特定する。 

個別課題については、ガバナンス、環境、社会に分けることができる（他の分類も可能）。

例えば、ガバナンスでは CSR 教育の実施、環境では CO2 排出量の削減、社会では差別禁止の

徹底などが考えられる。これらは CSR 中計で達成すべき具体的な目標であり、いずれも KPI

目標値と実行責任者を決定しなければ実効性は低い。 

図表 7：ＣＳＲ中期計画の基本形（例示） 

ＣＳＲ長期ビジョン
2025年度目標

●ＣＳＲ経営のバウンダリー拡大 ●グループ全体へのＣＳＲ経営の浸透

●ＣＳＲリスクの洗い出しと低減・回避 ●役職員へのＣＳＲ教育の徹底

●社会的課題への対応能力の向上 ●ＣＳＲリスク・マネジメントの強化

●社会的課題の事業機会への転換 ●サプライチェーン・マネジメントの強化

職員のサステナビリティ・マインド醸成 主要国でのＣＳＲ教育実施

グローバルＣＳＲ経営の体制構築 主要国のＣＳＲ経営体制の構築 適宜 適宜

経営の透明性向上 ステークホルダーの意見反映

地球温暖化への対策強化 グループ全体のCO2排出量の削減

持続可能な資源循環 グループ全体の再資源化率の向上 適宜 適宜

化学物質の安全確保 グループでの安全基準の統一

人権尊重と人材多様性 グループでの差別の禁止徹底

製品の安全・品質確保 グループでの品質基準の統一 適宜 適宜

情報セキュリティの確保 対策の徹底と情報事故の低減

責任者

ＣＳＲ中期計画
2015～2017年度

ＣＳＲ戦略
の基本課題

ガバナンス

環境

社会

ＫＰＩ

 
（資料）川村作成 

4｜ＣＳＲ中期計画の企業統治への組み込み 

「本来の CSR経営」では、企業は自らの意思決定と事業活動によるマイナスの影響を最小

化すると同時に、プラスの影響を最大化するために、自らの及ぼす社会や環境への影響（イ

ンパクト）を把握しマネジメントしなければならない。そこで、上述のとおり、マテリアル

な CSR課題を反映した「CSR中期計画」を企業統治の仕組みに組み込むことになる。 

企業統治とは、企業がその目的を追求するうえで、意思決定しそれを実践するために用い

る全社的なシステムないしプロセスである。CSRの文脈で言えば、本業の「長期経営ビジョ

ン」と関連づけた「CSR長期ビジョン」、そしてその実行計画である「CSR 中期計画」を経営

方針として機関決定する。具体的には、例えば日本企業では CSRの意思決定機関として典型

的な「CSR委員会」（多くは社長が委員長）で正式に決定し、それを内外に公表する。それを

基に経営資源の配分や単年度ベースの「CSR活動計画」などの策定を行うことになる。 

繰り返すが、マテリアルな自社の CSR課題を反映した「CSR中期計画」を企業統治の仕組

みに組み込まねばならない。それが、到達目標のある統合思考の実践となるからである。 
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おわりに：次稿の論点 

本稿では、日本企業の発行した“統合型”報告書に対する筆者の現状認識や問題意識を明

らかにした。そのうえで、「統合思考」の重要性や「CSR中期計画」の必要性を述べた。次稿

「今、統合報告書は必要か？（その 2）」では、金融庁の「日本版スチュワードシップ・コー

ド」（本年 2月公表）と「コーポレートガバナンス・コード原案」（東京証券取引所との共同

で本年 12月公表）を踏まえつつ、以下の論考を予定する。 

 “統合型”報告書の先進事例を分析し、「統合思考」の課題や論点を整理する。 

 「CSR中期計画」の先進事例を分析し、その「基本形」を再考する。 

  機関投資家やアナリストに伝わる「統合報告（書）」とは何かを考察する。 

 

 

【IIRCの提唱する６種の資本と価値創造プロセス】 

IIRCの「国際統合報告フレームワーク」では、6資本について次のように表現している（下線は筆者）。 

あらゆる組織の成功は、多様な形態の「資本」に支えられている。フレームワークでは、資本は、財務資本、製

造資本、知的資本、人的資本、社会・関係資本、自然資本から構成されるものとしている。・・・資本は価値の蓄

積であり、組織の活動とアウトプットを通じて増減し、又は変換される。 

また、価値創造プロセスについては、次のように説明している（下線は筆者）。 

経済状況、技術の変化、社会的課題、環境課題といった外部環境は組織が事業を営む際の文脈となる。使命

とビジョンは組織全体を包含し、明瞭かつ簡潔な言葉によって組織の目的と意図を示す。・・・組織の中核はビ

ジネスモデルにある。ビジネスモデルにおいて、様々な資本はインプットとして利用され、事業活動を通してア

ウトプット(製品、サービス、副産物及び廃棄物)に変換される。組織の活動及びアウトプットは、資本への影響と

してのアウトカムをもたらす。 
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